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これらの成果は、厚生労働行政に貢献するところが大きく、医療経済的にも

重要な成果が得られたと考えられる。今後はさらに糖尿病に関する研究の強化

や、メタボリックシンドロームの実態把握とその有効な対策に資するエビデン

スの構築など循環器系疾患等の生活習慣病の総合的な研究を強力に推進して

行く必要がある。 

「糖尿病予防のための戦略研究」「糖尿病予防のための戦略研究」
（背景と経緯）糖尿病は社会経済的活力と社会保障資源に及ぼす影響の極めて大きい疾患である。わが国では、その
可能性を否定できない人まで含めるとその数約1,620万人にも及ぶ。生活習慣の急速な変化などを反映してこれらの
数は近年急速に増加しており、糖尿病の予防・合併症の重症化抑止対策の確立が急務となっている。そこで、循環器
疾患等総合研究事業「糖尿病予防のための戦略研究」において、研究課題のアウトカムと詳細な研究計画を策定し、
平成17年度から5年間の予定で実施することとしている。
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「糖尿病予防のための戦略研究」の概要と研究成果「糖尿病予防のための戦略研究」の概要と研究成果
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糖尿病専門医を擁する病院に通院する高血圧および高脂血症を合併す
る２型糖尿病患者約3,000名が対象。「強化治療群」と「通常治療群」
に無作為割付し、「強化治療群」で行われる生活習慣（減量、食事、
運動、禁煙）、血圧、脂質、血糖の厳格なコントロールが糖尿病合併
症の進展に及ぼす効果を検証する。

糖尿病合併症の
進展を30%抑制

地区医師会（人口20万以上）に在住し、かかりつけ医で治療する２型
糖尿病患者2000名を対象。参加地区医師会を「診療支援群」と「通常
診療群」の割付し、「診療支援群」に提供される「糖尿病診療達成目
標ITシステム」および「診療支援サービス」が診断中断率を改善する
効果を検証する試験。4医師会を対象とするパイロット研究から開始。

糖尿病患者の治
療の中断率を半
減

地域・職域健診要指導者で30-64歳の耐糖能異常4,500名を対象。参加
地域・職域を「予防支援群」と「従来指導群」に割付し、「予防支援
群」に提供されるIT等を用いた「生活習慣変容支援サービス」が、耐
糖能異常者の２型糖尿病発症を予防する効果を検証する。

耐糖能異常から
糖尿病型への移
行率を半減

研究方法成果

(アウトカム)

 

図１７（循環器疾患等総合研究事業）の例 

 

（９）障害関連研究事業 

障害関連研究事業は、「障害保健福祉総合研究」及び「感覚器障害研究」か

ら構成されている。それぞれの研究領域の内容は次の通りである。 

（９－１）障害保健福祉総合研究事業  

障害保健福祉施策においては、障害者がその障害種別に関わらず、地域で自

立して生活できることを目的に、平成１８年４月施行の「障害者自立支援法」

による新しい障害保健福祉制度の枠組みを構築することが課題となっている。



 

 - 35 -

本研究事業においては、障害の正しい理解と社会参加の促進方策、障害者の心

身の状態等に基づく福祉サービスの必要性の判断基準の開発、地域において居

宅・施設サービス等をきめ細かく提供できる体制づくり等、障害者の総合的な

保健福祉施策に関する研究開発を実施している。これらは公募課題の決定時点

から必要な行政施策を踏まえ戦略的に取り組んでおり、施策決定の上での基礎

資料の収集・分析、研究成果に基づく施策への提言等大きな成果をあげている。 

 障害保健福祉施策は、今後、自立支援・介護のための人的サービス、就労支

援、住まい対策、発達支援など総合的に取り組む必要があり、行政ニーズの一

層の明確化を図るとともに、本研究事業の継続的な充実が必要である。 

肢体不自由者用新移動機器・足漕ぎ車椅子の研究開発

研究者らの 近の研究で、これまで用いてきた自転車のような
回転式サイクリングに代わる、より脚発生力を効率的に利用可
能な駆動方式の存在が明らかになってきた（特許出願準備中）。
これを用いることで、より重度の下肢障害者の自力走行が可
能になるのみならず、駆動力の不足を補うパワーアシスト系へ
の負荷が減少し、より長時間の無充電動作（つまり連続航続距
離の伸長）を可能にする。
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この車椅子は、前方に自
転車のようなペダルを設
け、脚で駆動する方式で
あり、自力走行・電気モー
タによるパワーアシスト・Ｆ
ＥＳによる運動再建などい
くつかの手法を組み合わ
せることで下肢障害の広
い症例に対応可能である
ことを既に示している。

自転車のような回転型
の駆動方式の場合、
左図に示すように脚先
で発生する力は必ずし
も効率的に利用されて
いない。新しく開発中
の手法は、基本的に脚
の往復運動を用いる
方法であり、この問題
を解決可能である。

歩行不能な脳卒中後の重度片麻痺の患者さん5例における、
サイクリングチェア駆動中の下肢筋（内側広筋）の筋活動。

随意的な下肢の運動努力では、筋活動がみられないが、
サイクリングチェアの駆動では、麻痺側にも非麻痺側と同様の、
ペダル回転に応じた筋活動がみられるようになる。

麻痺側 非麻痺側
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脳卒中後の片麻痺で
もサイクリングチェア
は駆動可能であり、
駆動によって、麻痺の
ある下肢にも筋の活
動がみられるようにな
ることが明らかとなっ
た。

 

図１８（障害保健福祉総合研究事業）の例 

 

（９－２）感覚器障害研究事業 

視覚、聴覚・平衡覚等の感覚器機能の障害は、その障害を有する者の生活の

質(QOL)を著しく損なうが、障害の原因や種類によっては、その軽減や重症化

の防止、機能の補助・代替等が可能である。そのため、本研究事業では、これ
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らの障害の原因となる疾患の病態・発症のメカニズムの解明、発症予防、早期

診断及び治療、障害を有する者に対する重症化防止、リハビリテーション及び

機器等による支援等、感覚器障害対策の推進に資する研究開発を一貫して推進

している。 

 複雑な感覚器障害の全容解明には、まだ多くの課題があるものの、病態解明、

検査法、治療法の開発、支援機器の開発に着実な成果をあげている。具体的に

は正常眼圧緑内障の疫学的研究、人工視覚システムの開発、難聴胎児の診断法、

人工内耳の客観的評価法の開発などがある。 

 高齢化が進む中で、QOL を著しく損なう感覚器障害の予防、治療、リハビリ

テーションは重要な課題である。特に、失明の原因として増加しているといわ

れる糖尿病性網膜症や緑内障、突発性難聴などに対する疫学的調査を含めた対

策の樹立は急務であり、専門家の意見を踏まえつつ、公募課題の重点化を図っ

ていく必要がある。 

網膜刺激型電極による人工視覚システムの開発
研究の背景と目的：本研究により、現在有効な治療法がない網膜色素変性や瘢痕期加齢黄斑変性などの難治疾患の視力回復手段と
なる人工視覚システムを開発する。 研究内容:：種々の実験動物に対して、本邦独自の脈絡膜上-経網膜電気刺激（STS）方式の電極を

用いて網膜への電気刺激を行い、擬似光覚を知覚させることにより人工視覚を実現できることを確認した。また、この方式を用いて実験
動物で擬似光覚を発現する刺激条件や空間分解能の測定を行うと同時に、埋植電極の長期耐用性や長期刺激実験下での組織安全性
の確認などを行い、工学側のシステム設計における各種要素技術の確立に寄与している。 今後の展望：人工視覚システムの2次試
作機を完成し、動物眼において眼前指数弁相当の人工視覚が得られることを確認した。2,3年後を目処に実用機の開発を目指している。

 

図１９（感覚器障害研究事業）の例 
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（10）エイズ・肝炎・新興再興感症研究事業 

エイズ・肝炎・新興再興感染症研究事業は、「新興再興感染症研究領域」、「エ

イズ対策研究領域」、「肝炎等克服緊急対策研究領域」から構成されている。  

 それぞれの研究領域の内容は次の通りである。 

（１０－１）新興・再興感染症研究 

新興・再興感染症については、国家の安心・安全対策としても、今後、対策を行う

べき問題である。当該研究事業で、昨今話題となっている SARS、新型インフルエン

ザを始め、近い将来克服されると考えられていたが再興が見られる結核等種々の

感染症に関して、病態解明、予防、治療法の開発のみならず、行政が行う対策に資

する課題など、幅広い研究が推進されている。このようなことから、本研究事業は、

国民の健康の安心・安全の実現のための重要な研究であり、積極的に実施する必

要がある。 

インフルエンザパンデミックに対する危機管理体制と
国際対応に関する研究

研究の意義
・高病原性鳥インフルエンザ（A/H5N1）の流行
が拡大して、新型インフルエンザによって未曾
有の健康被害が生じ、社会活動の破綻が起こ
る可能性が高まっている。パンデミックに備え
た事前準備と発生時の対策行動計画の策定
が急がれる。

研究成果
・サーベイランス、公衆衛生上の介入、抗ウイ
ルス剤やワクチンの使用方法などについて研
究し、新型インフルエンザに備えた事前準備計
画、行動計画の策定を国内、海外において支
援した。
・新型インフルエンザの予防・封じ込めのため
の新型インフルエンザ対応ワクチンの緊急開
発及び前臨床試験、臨床試験実施の推進、支
援を行った。
・新型インフルエンザに対応したサーベイラン
ス体制を検討するとともに、国内外で発生した
高病原性鳥インフルエンザに対する実験室診
断法を開発して流行に備えた。
・鳥インフルエンザの流行地域であるベトナム・
インドネシアにおいて実験室診断技術及び
サーベイランスの技術支援を行い、サーベイラ
ンスのネットワーク構築に貢献した。また、流行
ウイルスを分離、収集してワクチン株の開発や
ウイルスの変異を迅速に把握するための標準
ウイルス抗原や抗血清を作製して、新型インフ
ルエンザ出現時に対応できるように準備した。

 

図２０（新興・再興感染症研究）の例 

 

（１０－２）エイズ対策研究事業 


